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論文の内容の要旨 
 
 濵田修平氏の博士学位論文は、主治医機能を果たす医療機関に通院する非がん慢性疾患患者の
Advance Directiveに対する意識とその関連要因の検討したものである。その要旨は以下のとおりであ
る。 
 
（目的）高齢化が進む日本において、忙しい急性期の医療現場の中で、患者の意向に沿った医療処置を
判断することは難しくなっている。その改善策の一つとして、患者が主治医であるプライマリ・ケア医
と Advance Directive(AD)を共有することが期待される。しかし、プライマリ・ケア医と患者の AD相談
はなされておらず、特に非がん疾患においては予後予測困難であることから ADに関する相談をしにく
いという現実がある。プライマリ・ケアの現場における非がん患者の AD相談に関する促進・障壁因子
が明らかになれば、医師側から ADについての話題を負担なく提起する一助となる可能性があり、プラ
イマリ・ケア医と非がん患者との AD相談の機会が増えるかもしれない。著者は、主治医機能を果たす
医療機関に定期通院する非がん患者を対象とし、ADに対する意識の実態を明らかにすることや ADに関
して医師と話し合いを希望する非がん患者の関連要因を明らかにすることを目的とする調査を行なっ
た。 
 
（対象と方法）著者は、第 1回調査を 2017年 2月から 3月の 1か月間で 1か所、第 2回調査を 2017年
10月から 12月にかけて 2か所のプライマリ・ケアを提供する外来において 6か月以上通院する 20歳以
上の非がん患者とその外来担当医を対象に無記名自記式調査票による横断研究を行った。著者は、第 1
回調査においては、患者には今回の目的変数である「ADについて主治医と話し合いたいか」のほか、基
本属性、看取り経験、意思代理決定経験、先行研究で指摘されている促進・障壁因子を、外来主治医に
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は International Classification of Primary Care、   Second edition (ICPC-2)の疾患群、Supportive 
and Palliative Care Indicators Tool  (SPICTTM)の一部の評価指標を調整し、解析を行った。著者は、
第 1回調査における多変量解析時に中間因子を含んだ解析を行った可能性が高いこと、説明変数が不足
している可能性を考え、第 2回調査ではこれらに加えて患者には主観的健康観、患者の自認する通院期
間、外来主治医には Palliative Performance Scale (PPS)、カルテから判断できる診療開始時期を調査
し、これら通院期間並びに患者の健康状態を説明変数として調整し、解析を行った。著者は、統計解析
として、第 1回調査・第 2回調査ともに記述統計ならびに目的変数と各調査項目について単変量解析の
後、二項ロジスティック回帰分析を行った。 
 
（結果）著者は、調査項目を追加した第 2回調査において 339名の患者を調査対象とし、336名から回
答を得た。270名(79.6％) を多変量解析の対象者とした。基本属性として年齢 (平均±SD)69.9±11.3
歳、男性 142名(42.3％)、3年以上の通院患者 114名(33.6％)、PPS100：250名(74.4％)であった。第 1
回調査の記述統計より医師と ADに関して話し合いを希望する患者は 58.3％である一方、医師と ADに関
して話し合った経験を有する患者は 20.4％であった。家族と ADに関しての話し合いを希望する患者は
64.0％、家族と ADに関して話し合った経験を有する患者は 51.5％であり、ADに対する話し合いの希望
と経験についての割合の差は対家族よりも対医師でより大きかった。これは第 2回調査でも同様な傾向
を認めた。通院期間や全身状態に関する調整因子を元に多変量解析した結果は、「3年以上の通院期間」
(OR2.07, 95%CI 1.05-4.10,p=0.04)、「主治医は自分の病気をよく診てくれている」（OR12.68, 95%CI 
1.12-143.22, p=0.04）、「将来の生活が心配であると感じる」(OR2.69, 95%CI 1.30-5.57, p=0.01)が
医師との話し合いの促進因子、身体症状の存在 (PPS90以下) (OR0.44, 95%CI 0.20-0.96, p=0.04)が障
壁因子として挙げられた。 
 
（考察）著者は、プライマリ・ケア外来に定期通院する非がん慢性疾患患者の約半数は主治医と ADに
関して話し合いを希望していることを明らかにした。また、実際に医師と ADについて話し合えている
のは ADに関して話し合いを希望する患者のおおよそ半数であることを示した。著者は、以上の知見よ
り、プライマリ・ケアにおいても ADについての話し合いを持つことを考慮することが重要であること
を明らかにした。著者の解析では、長期間通院する患者、主治医との関係構築がある患者、将来の生活
に不安を抱える患者は医師との ADの話し合いを希望し、症状がある患者については、医師との AD話し
合いを希望しない傾向が認められた。著者のアンケート調査だけからは結論づけることはできないが、
上記の要因としては、今回の調査がプライマリ・ケアの現場であったことや患者の疾患に対する否認機
制が働いたことなどが示唆され、今後さらなる検討が必要と考えられた。 
 
 
審査の結果の要旨 
 
（批評）著者は、プライマリ・ケア外来に定期通院する非がん慢性疾患患者に対する調査を行い、ADに
関する話し合い経験は家族・友人を相手と医師相手とでは差が認められることや、医師との関係性構築
があること、将来の生活に不安を抱えていること、身体症状が存在することが、患者の医師との ADの
話し合い希望に関係している可能性が考えられることを明らかにした。著者の研究は、プライマリ・ケ
アにおける ADについての話し合いを持つことの重要性を明らかにしたものであり、高齢化が進む日本
において患者の意向に沿った医療処置を判断する上で貴重な意義を有するものと考えられた。 
 
平成 31年 2月 27日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求
め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 
よって、著者は博士（医学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
 
